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地理空間情報ライブラリー推進 

－災害復興に係る地理空間情報の共用推進－ 
１． 背景・目的 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災時には、地方公共団体の測量データが

失われたり、すぐに活用できない等、災害復興に支障がでている。災害時には、被災

状況の把握、復興のために政府や地方公共団体で即時に被災地の地理空間情報が使え

るようになっていることが必要である。今後復興期では、より多種多様な地理空間情

報が様々な機関において提供されることになり、重複のない整備、効果的な活用が求

められている。 

 

２． 事業の概要 

様々な目的での利活用が可能な地理空間情報の流通を促進し、共用を進めるととも

に、非常時の地理空間情報のバックアップ機能を果たすため、様々な機関が整備した

公共測量成果等の地理空間情報を集約し、検索用目録データ及び供覧用データの整

備・管理・提供を行い、必要な地理空間情報の総合的な検索・入手・利用を可能とす

る仮想的な情報センターである「地理空間情報ライブラリー」を運用するものである。 

 

３． 平成２４年度予算案額 

国費 １４１百万円 

 

４． 事業の効果 

様々な機関が整備した多様な地理空間情報を統合的に検索・入手・利用することが

可能となるため、災害復興に当たって、迅速な情報収集が可能となる。また、地理空

間情報の共有が進むことにより、重複・類似した情報整備が不要となるため、行政コ

ストの低減が可能となる。また、災害時のバックアップ機能や災害復興時に測量成果

の共有化を図り効率的な復興等に資することができる。 
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